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研究成果の概要（和文）：本研究の研究成果として以下の点が明らかとなった。
1）医療におけるACP再構築には、看護師の専門的援助の重要性とACPの効果の明確な評価基準の作成が必要であ
る。2）法的には診療契約の制定法が無い日本では、事前指示書作成および同意に関する能力基準の明確化と、
同意または拒否の撤回の要件の明示すること等の法整備が必要である。3）アンケート調査より、スピリチュア
ルケアの必要性は認識されているが、スピリチュアルケアと宗教的ケアの特徴や相違の認識は不明確である可能
性があった。医療者の職務上の満足度と達成度や感情労働に対する宗教的要素の影響は強い統計的関係性が示さ
れなかった。

研究成果の概要（英文）：The following points have become clear as the research results of this 
research.
1) ACP reconstruction in medical care requires the importance of nurses' professional support and 
the development of clear criteria for evaluating the effects of ACP.2) There is no law on medical 
care contract legally in Japan. Therefore, it is necessary to clarify the criteria for preparation 
of prior instructions and consent and clarify the requirement for withdrawal of consent or refusal.
3) Although the need for spiritual care is recognized from our survey, the recognition of features 
and differences between spiritual care and religious care may be unclear.There was no strong 
statistical relationship between the degree of the medical staff's satisfaction, achievements and 
emotional labor and the influence of religious factors.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
医療での意思決定支援において、従来の患者と医師の医学的知識の偏在解消のみに費やすことは生産的でなく、
患者自身が「現状を捉え将来の生活を考える」ことが重要であるとの考えに至った。そうした環境を創り出すた
めには、ICを受け意思決定に迫られた患者から相談を受ける看護師の専門的援助を明確な基準で評価すること、
さらに患者自身の能力や権利を尊重する形での法整備が今後のACPの在り方を再構築する上で重要な項目である
ことが示せた。また調査結果より、スピリチュアルケアと宗教的ケアの特徴や相違が不明確であった結果から、
こうした現状を踏まえて「日本でのスピリチュアルケアとは何か」を問う必要があることが示唆された。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
研究開始当初の背景は、これまで研究課題として継続的に取り組んでいる Terminal 

Sedation（Palliative Sedation）の問題点について、これまでの国内およびチェコ共和国にお
ける緩和医療・研究・教育に携わる医師等の専門家に対する調査等から、わが国の「死の臨床」
「緩和ケア」研究において、人類学や哲学等からのアプローチに対する研究が少ないと言える。
緩和医療における Terminal Sedation（Palliative Sedation）と安楽死は、相互に排他的なも
のではないとされるが『その違い』が見えない。その為、Terminal Sedation（Palliative 
Sedation）の実施について『人としてどう考えるか』『その人にとって何が必要なことか』と
いうことを医学だけでなく看護学、心理学、法学、人類学、経済学等の幅広い学問領域からの
検討が重要である。だが、十分な説明がされず「形式的なインフォームド・コンセント」に傾
いたり、マニュアル的な対応で患者が考える時間や情報、助言が与えられなかったり、結果と
して、医療的な視点からでは答えられない問題が多いにもかかわらず、医学モデルの捉え方か
ら離れられない問題があるのだと考える。 
次いで、近年「公共的施設などで働く宗教者」と位置づけられた「臨床宗教師」、「スピリチ
ュアルケア師」等については、学会等でそれらの資格に対する教育がされている。しかし、そ
れは「宗教性を排除した宗教者（仏教僧等）」による実践が「スピリチュアルケア」として行わ
れている。医療関係者からは、「臨床宗教師」「スピリチュアルケア師」の必要性について一定
の評価がされているが、患者からのニーズによるものだろうか疑問がある。チェコ共和国のキ
リスト教系緩和ケア病棟では「魂のケア」と表現され、アメリカ的「スピリチュアルケア」と
本質的に異なると言われていた。 
このような背景から、日本的看取りに即したケアのあり方を再考すべきだと考えている。「形
式的なインフォームド・コンセント」から、有効的な市民によるアドバンス・ケア・プランニ
ングの確立へ、医療における医師と患者の「診療契約」の問題点の整理といった現実的な問題
点を分析し、そのことを手がかりに日本的看取りについて考究することに意味があると考える。 
 
２．研究の目的 
研究目的は、アドバンス・ケア・プランニングにおいて、患者は必ずしも自分の意思が尊重
されることを重要視しない、家族や医師が決めてもよいと考え、医療者側は治療方針を示す絶
対的なものとしてとらえている。これまでアドバンス・ケア・プランニングのメリットは、家
族の意思決定を楽にするということにおいては有効性を示してきた。しかし、それだけは不十
分であり、緩和ケアにおいて患者が一番尊重してほしいことを示すことができるアドバンス・
ケア・プランニングでありインフォームド・コンセントでなければならない。そこに必要なこ
とは市民レベルで考えるアドバンス・ケア・プランニングの確立であり、緩和ケアチームにお
けるケアの再構築のあり方を示すことである。 
次いで、臨床医療の場面で「契約」という言葉がなじまないと医療者は考えている。しかし
医療は契約に基づき行われる（受ける）行為である。ドイツと日本の民法典を比較検討するこ
とから「診療契約」の課題を提示する。そのことは、「意思能力が不十分な（または喪失してい
る）患者の治療」に法的な根拠を与えるものは何であるのか、その根拠を示すことにある。 
三点目として、緩和ケアにおけるアプローチとして、宗教的支援は重要なアプローチの一つ
であると考える。チェコ共和国においてもキリスト教系病院の緩和ケア病棟で緩和医療・緩和
ケアを受けることができる人の信仰の有無は問わないし、信仰する宗教も問わない。これは国
内で言えば長岡西病院ビハーラ病棟と同じ性格をもつものである。しかし、現実には、公共性
における「宗教性を排除した宗教者」による「スピリチュアルケア」が広められつつある。必
ずしも全ての人は信仰をもっていない。しかし、信仰をもつ者にとってその宗教によって救わ
れるのだと考える。つまり、宗教性をもつケアの肯定的枠組みを示すことが必要だと考える。 
 
３．研究の方法 
(1)平成 28年度 
①調査：聞き取り調査アドバンス・ケア・プランニングに関連する調査 
②文献検討：ドイツ民法典の翻訳と我が国の関連法と比較検討 
③先行研究の探索的研究 decision making をキーワードとする palliative care に関する
文献検討 
 
(2)平成 29年度  
①調査：「患者相談窓口」参与観察 
②調査：チェコ共和国でのヒアリング調査 
(a)緩和ケアセンター（プラハ）内での心理学、医学、法学を専門とするメンバーとアド
バンス・ケア・プランニングを中心に議論を行った。 
(b)カレル大学医学部付属病院見学（Fakultní nemocnice Hradec Králové） 
(c)FNHK カレル大学フラデツクラーロヴェー病院 在宅ホスピスと病棟見学 
③文献検討：医師の「治療中止」について、終末期医療において本邦の法的規範について 
 
 



(3)平成 30年度 
①調査：アンケート調査 
②リトミシュル病院療養病棟（チェコ共和国）見学、JITKA JÍKLKOVÁ病棟看護師長へのイン
タビュー 
③終末期医療の規範形成に関する文献的検討 
④先行研究の探索的研究 アドバンス・デレクティブ、アドバンス・ケア・プランニングと
文化関連の課題 

 
４．研究成果 
(1)「ドイツ民法典 603a～630h 条」に関する文献の翻訳及び終末期医療の規範形成に関する文
献的検討の概要 
 わが国では、診療契約は、準委任と位置づけられるが、ドイツでは、民法典に医療契約の規
定がある。（ドイツ民法典第２編 債務法 第８節 雇用契約とそれに類する契約 第２款 医
療契約 第 630a 条～第 630h 条） 
ドイツでは、診療契約が典型契約として BGB（民法典）に導入されたのが、2013 年であるが、
これに先立つ 2009 年の「第 3次世話法改正」によって「事前指示」BGB に 1901a 条が導入され
た経緯がある。すなわち、民法典ベースで見る限り、「事前指示」に関する規定の設置は、「診
療契約規定」の設置よりも先に行われていたことを意味する。 
「同意」条項に関するドイツ文献翻訳の内容から（一部）a)患者の「同意」の得ることが診
療上の前提とされる根拠は、ドイツ基本法（憲法）で保障された自己決定権の保障にあるとさ
れる。b)診療の処置に関しては、「事前指示書」が第一に適応される。事前指示書がない場合ま
たは事前指示書自体があっても該当事項に記載がない場合は、「同意権者（後見人、世話人、法
定代理人、任意代理人）」の処置に関する同意（代諾）が必要である。c)「同意」は、いつでも、
無理由で、決まった要式を必要とせず、撤回が可能である。 
ドイツ民法典と日本の比較検討について、国家の私法の一般法としてのドイツ民法典（BGB）
に患者と医師との関係に関する条文が置かれていること自体、日本とは状況が異なる。医師の
「治療中止」について、終末期医療において本邦の法的規範について、一般法、特定法は、存
在しないが、裁判所によって示された規範やガイドラインといった「行動規範」は存在する。
もしこの「行動規範」によって終末期医療の内容が決まるとするならば、医師の行動規範をど
こまで求めるのか、課題である。また前年度議論をしてきた、ドイツ民法典の診療契約等で示
される医師の行動規範から、わが国の医師の「行動規範」を捉えると不明確な部分が多数残さ
れていると言える。 
 
(2)アドバンス・ケア・プランニング、意思決定支援に関連する調査：Ａ病院の患者相談場面か
ら 
①対象：「患者相談窓口」で実践される看護場面において、患者・家族に対応する看護師を
対象としてその看護実践を把握した。加えて、その看護実践（言動）終了後に当該看護師
より聞き取りを実施し言動に対する意図を確認した。 
②調査期間：2017 年 4 月 24 日～ 11 月 2 日 
③結果 
患者が自分の置かれている状況を理解しているかが重要になってくる。アドバンス・ケア・
プランニングにおいて、患者自身が、自身の状態を理解し、将来の生活像イメージできるかが
重要なのだと考える。その為、医師による説明の後、看護師が家族とゆっくり話をするという
ことが重要となる。調査に協力をいただいた看護師は、患者が意思決定をするために患者が何
にとらわれているのか、生活をするための人間関係の調整や社会資源の活用を意図的に行って
いた。 
また、援助を行っている患者や家族が何を考えているのかをきちんと把握し面談（訪問）の
時期を選んで患者が意思決定を促進するタイムリーな支援を行っていた。相談を受ける看護師
の援助の専門性は、この「部分」にあると考える。その理由として、患者と医師の医学的知識
の偏りは当然のことながら存在するが、現在の又は将来の生活をどのように考えているか、そ
の視点から意思決定支援を考える必要があると考える。また、臨床において、アドバンス・ケ
ア・プランニングを進める上で、重要な点は、患者、家族、医師等の意思決定に必要な時間（ス
ピード）が異なる点である。このことからも看護師の関わりは重要だと言える。 
 
(3)アドバンス・ケア・プランニング、意思決定支援に関連する調査：Ｂ訪問ナースステーショ
ンから 
①対象：Ｂナースステーション利用者で、在宅で看取りを行った人 
②方法：観察研究 訪問看護記録からの後ろ向き調査および訪問看護師へのインタビュー 
③調査期間：2017 年 3月 30 日～2018 年 12 月 27 日 
④結果 
看護記録から利用者の意思決定の過程を読み取ることが難しく、関わった看護師への聞き取
りで補うことで、利用者の希望や家族の意向を捉えることができた。言い換えるならば、現在
の訪問看護業務の状況では、アドバンス・ケア・プランニングについてどのように取り組めば



よいか試行錯誤の状態だと考える。ナースステーションの所長への聞き取りから次のことがわ
かった。Supportive and Palliative Care Indicator Tool (SPICT-JP)をもとにアドバンス・
ケア・プランニングを導入した方がよいのではないかという意見がスタッフからある。しかし、
現実的には、業務に負われてアドバンス・ケア・プランニングのリストが使えない状況がある。
また、訪問看護師が看護を行う上で、家族との関係構築により利用者本人と信頼関係が左右さ
れることを強調されていた。そのため訪問ナースステーションで新たにアドバンス・ケア・プ
ランニングを進めるための課題は、現在の在宅看護が置かれている社会的状況と看護の展開の
中で生じる問題があり、国内の多くのステーションが抱えている問題の可能性があると思われ
る。 
 
(4)チェコ共和国でのヒアリング調査等 
プラハ緩和ケアセンター（Centrum paliativní péče）の心理学、医学、法学を専門とするメ
ンバーとアドバンス・ケア・プランニングを中心に議論を行った。ヒアリング内容については、
分担研究者の谷口が論文化しているので、その内容から抜粋をする。 
メンバーは、センター長：マルチン・ロウチュカ氏（PhDr. Martin Loučka, PhD.）、医師：
イレナ・ザーヴァドヴァー氏 （MUDr. Irena Závadová）在宅ホスピス Cesta domů（ツェス
タ・ドムー）、協力者・弁護士：バルボラ・ヴラーブロヴァー氏（JUDr. Barbora Vráblová）
在宅ホスピス Cesta domů（ツェスタ・ドムー）。 
 ロウチュカセンター長：インフォームド・コンセントと言っても、また、事前指示書があ
ったとしても、患者が自分の置かれている状況をきちんと理解しているかというと、そうでは
ないケースが多い。そのような場合、医師による説明のあと、看護師が家族とゆっくり話をす
る中でのやりとりが重要になるので、看護師の役割が重要である。 
ヴラーブロヴァー弁護士：国連の条約にはインフォームド・コンセントという文言は一切入
っていない。しかし、国内法において精神的・身体的侵害はしてはならないという規定があり、
そこから、インフォームド・コンセントをしなくてはならないという解釈をしている。国連の
条約を根拠にして、国内法を整備している点はチェコにおいて素晴らしいところである。 
我が国では、「医療法」第 6条の２（主として第 2項）おいて、医療施設の管理者等に関する
患者および家族への説明の「努力義務」が規定されている。しかし判例は、医師の説明義務違
反は、診療契約違反ないし不法行為不成立のための違法性阻却をできなくするとの効果を与え
ているので、判例の方がインフォームド・コンセントに強い効果を認めている。 
ロウチュカセンター長：看護ケア学会などが存在していると思うが、そのガイドラインとか
基準はどうなっているのでしょうか。なぜならば、アメリカにも緩和ケアに関する法律はない
が、関連学会ではガイドラインを出していて、それに基づいて治療がなされている。そのよう
なガイドラインには、インフォームド・コンセントや無駄な治療をしないこと、緩和ケアに関
する内容についても、法律はないが、関連学会が主導してきて基準となってきたという経緯が
ある。医師にとっては所属している学会のガイドラインはかなり大きな影響があるものと思わ
れる。ガイドラインには法律上の効力はないが、場合によっては、法律よりもかなり大きな力
をもっている。専門医としては、自分の所属する学会のガイドラインは守らなければならない
という圧力がある。万が一、裁判になった場合には、その所見。鑑定意見などはガイドライン
やスタンダードを見た上で判断するわけなので、裁判においても法的な力がなかったとしても
重要な資料となるはずである。 
ロウチュカセンター長：現在のチェコの状況は少し危険かなとも思われる。法律はあるので
あるが、法律がスムーズに制定され、「よかったですね、すばらしいですね」と言われても、そ
れについて、その法律は本当にそれでいいのか、その形で本当に良いのかという議論ができた
のかと言われると、全然できていない。早すぎたというのが率直な感想である。今後、アドバ
ンス・ケア・プランニングに関する大きな議論が出てくるのではないか。出てきたら、再び議
論ができるという期待をしている。これだけ複雑な議論が必要なのにしてこなかった。臨床現
場の人たちは、この法律を使えていない。この法律を活かして医療ができていないというのが
正直なところ。 
 
(5)）調査：宗教性を排除したケアを宗教者が行なうことに関して、医療と宗教性に関する課
題把握について 
①アンケート調査結果の概要 
宗教性を排除したケアを宗教者が行なうことに関して、医療と宗教性に関する課題把握の為
の調査を行った。対象は、日本仏教看護・ビハーラ学会の 2018 年全国大会の参加者 56名（看
護師=21 人、教員=12 人、医師=6人、介護福祉士=4人、宗教者=2人、その他=8 人)より調査票
を回収した。 
②データ分析の概要 
スピリチュアルケア師、臨床宗教師等の必要性と宗教的ケアに対する認識について 
スピリチュアルケア師と臨床宗教師の必要性について認めているが、スピリチュアルケアと
宗教的ケアに関する認識は、両者を別のものと捉えている人は 31 人（55.4%）、同一のものと考
えている人は 7人（12.5％）、わからない人は 18人（32.1％）であった。つまり、緩和ケアや
意思決定プロセスでの宗教的ケアやスピリチュアルケアの必要性を認めてもスピリチュアルケ



アと宗教ケアの特徴や相違が不明確である可能性が考えられる。 
 
(6)decision making をキーワードとする palliative care に関する文献検討：アドバンス・ケ
ア・プランニングの今日的課題 
民族性（文化）と社会経済的要因による著しい不均等（差）が明らかになっている。これら
の問題解決には、医療者・患者の対話セッションにも医療費が適用され、教育プログラムとコ
ミュニティプログラム(啓蒙）を展開することが、今後、期待されている（実際、これらのプロ
グラムを受けて、すでに、黒人、ヒスパニック系、低所得者等のアドバンス・ケア・プランニ
ングの利用率の増加がみられる）。また、 Physician Orders for Life Sustaining 
Treatment(POLSTs)を用いることによってリビングウィルと比べて患者の希望により正確に沿
える。アドバンス・ケア・プランニングとセットで考えるのか？ 
Carr,D., Luth, E.(2017) Advance Care Planning: Contemporary Issues and Future. Innovation 
in Aging, Vol. 1, No. 1, 1–10 
EMBASE, MEDLINE, EBM REVIEWS, PsycINFO, CINAHL などの論文、文献（2000～2015 年）を対象
にレビュー。質的・量的アプローチをあわせた(mixed methods）研究が多くみられるが、根拠
としては弱い。アドバンス・ケア・プランニングによって医療者が EOL の意思決定プロセスに
関与する証拠は未だ不充分。 
Lewis, Cardona-Morrell, et al (2016) Evidence still insufficient that advance care 
documentation leads to engagement of healthcare professionals in end-of-life 
discussions: A systematic review. Palliative Medicine 
, Vol. 30(9) 807–824 
 
(7)今後の課題 
 「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライン」改訂（2018 年 3月 14
日）が行われ、2018 年 11 月 30 日にアドバンス・ケア・プランニングの愛称を「人生会議」に
決定され、アドバンス・ケア・プランニングに関して政策的に普及啓発が行われている。これ
までの調査で、チェコ共和国では、政治的にインフォームド・コンセントやアドバンス・ケア・
プランニングに関する国内法を整備したが、医師や患者への普及が伴ってこなかったことから
の課題があったという点から、我が国では、法整備は行われず、ガイドラインに基づく普及が
行われているという点において相違がある。しかし、単に、「人生会議」として市民へ普及をす
ればよいのではなく、ドイツ民法典（BGB）の検討から得られた、患者の同意または拒否を撤回
するための要件の明確化など課題を課題として捉え解決していかなければ、これまでの「形式
的なインフォームド・コンセント」と同様の問題が生じる可能性は否定できないだろう。また、
我が国のアドバンス・ケア・プランニングにおける文化関連の課題については、これまで政策
的にも医療・福祉の現場レベルで全く触れられていないと考える。現在のアドバンス・ケア・
プランニングに対する考え方や方法を望まない／なじまない患者や家族について、どのような
方法で医療・福祉の現場レベルにおいて患者の権利を保障するのだろうか。当然のことながら、
これらの課題は、スピリチュアルケアや宗教的ケアと切り離して考えることはできない。 
アドバンス・ケア・プランニングの文化的要素に関する医師と看護師への教育の重要性が指
摘されるが、ここ数年、進展（改善）が見られないことや、医療者と患者のコミュニケーショ
ンが重視されるが、アドバンス・ケア・プランニングの話を進める適任者が医療者であるとは
いえないことなど（Con, A., et al 2008）、医療・福祉に対する政策、医療者や社会福祉従事
者、受益者である市民それぞれの視点からの研究の推進が必要だと考える。 
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